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はじめに

2015年にフランス・パリで開催された第21回国連気候変動枠組条約締約国会議
（COP21）にて2020年以降の新たな法的枠組みとなる「パリ協定」が採択され、
REDDプラスの実施と支援の推奨や、二国間クレジット制度(JCM)を含む市場メカニズ
ムの活用が同協定に位置づけられました。REDDプラスは、技術的検討を終了し、実施
段階への移行が進んでおり、途上国の気候変動緩和策として今後とも重要な役割を果
たしていくのは明らかです。REDDプラス実施による成果は、排出削減量をどれだけ得
られたかによって大きく変わってきます。そのためには、いかに排出削減量を正確に
求めることができるのかが重要になってきます。

森林総合研究所REDD 研究開発センターでは、REDDプラス実施に向けて必要となる
手法の開発と知見の集積を進めてきました。その過程でREDDプラスに取り組むための
基礎知識や技術をまとめた技術解説書「REDD-plusCookbook」を2012年に発行する
とともに、2016年以降、調査マニュアルである「Cookbook Annex」を発行してきまし
た。Cookbook Annexでは、主に森林炭素蓄積量やその変化量である排出量の測定手法
に着目し、解説を加えています。本冊子では、 Cookbook Annexでは紹介しきれなかっ
た森林炭素モニタリング手法に関する技術的な情報について、最新の成果を踏まえて
補完しています。

多くの途上国で森林減少・森林劣化が変わらず進んでいる中、本冊子を加えた技術
解説書ならびに調査マニュアルが国内外でREDDプラスに取り組む方々に対して有益な
情報になることを願っております。

本冊子の利用の仕方

REDDプラス事業全体に求められる事項などについては、技術解説書「REDD-plus
Cookbook」 にまとめられています。また、地上調査や画像判読、セーフガードの考え
方など技術的な要点については、調査マニュアル「Cookbook Annex」に詳しくまとめ
られています。

本冊子は、プロジェクトレベルでREDDプラス事業を実施する際に必要となる森林炭
素モニタリングについて、実施の際に考慮すべき６つのポイントを示しています。各
ポイントでは、これら既刊のマニュアル内の関連する部分を明示するとともに、さら
に理解を深めたい場合に備え、参考情報も掲載しています。

• 導入編
• 計画編
• 技術編
• 参照編

技術解説書 Cookbook

調査マニュアル Cookbook Annex
• Vol. 1 地上インベントリ調査法
• Vol. 2 バイオマス測定のための破壊調査法
• Vol. 3 社会セーフガード解説
• Vol. 4 グラウンドトゥルース調査
• Vol. 5 衛星画像解析法
• Vol. 6 環境セーフガード解説
• Vol. 7 プロジェクト組成・実施・拡大手順
• Vol. 8 プロジェクト方法論設計手順

本冊子
• 森林炭素モニタリングを

実施するための６つのポ
イント

最新の情勢を
踏まえた解説
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Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 地上調査用のプロットの設定方法ならびに測定項目については、Annex Vol. 1にて詳
しい解説がなされている。

• 森林タイプによっては、既存のアロメトリ式の適用が困難な場合がある。新たにア
ロメトリ式を作成する場合、Annex Vol.2にて解説している破壊調査法を用いること
ができる。ただし、破壊調査には多大な労力と資金が必要である。

【材密度のデータベース】
Zanne, Amy E. et al. (2009), Data from: Towards a worldwide wood economics

spectrum, Dryad, Dataset, https://doi.org/10.5061/dryad.234
（熱帯域の8412の分類群にわたる樹木の材密度のデータベース）

【各国から提出された森林参照排出レベル】
UNFCCC REDD+ WEBPLATFORM
https://redd.unfccc.int/fact-sheets/forest-reference-emission-levels.html
（各国（2019年11月時点で40か国）から提出された森林参照参照レベルがまとめら
れている）

国の森林参照排出レベル（FREL）改善に結びつく情報の収集
これまでに多くの国がUNFCCC（気候変動枠組条約）に森林参照排出レベルを提出し

ているが、森林劣化を含んでいるものは多くない。一方で、途上国の中には、森林劣化
による排出量の方が、森林減少による排出量よりも多い国もあることが報告されている
2)。すなわち、森林劣化による排出量を抑制する重要性が増しているということである。
そこで、森林劣化を評価可能なモニタリングが可能となるよう、森林タイプと森林の状
態を分類軸にした層化マトリックスを作成して、地上調査用のプロットを設定すること
を勧めたい。このように森林劣化の把握が可能となる地上調査データの集積は、森林減
少を中心に設定が進められてきた森林参照排出レベルの改善の際に有用な情報となる。

図1-1 簡易な樹冠被覆度の測定法

また、森林タイプが樹冠被覆度によって
区分されている場合がある（インドやミャン
マーなど）。図1-1はミャンマーの地上調査
で用いた、簡易な樹冠被覆度把握のための測
定法である。40m四方の方形区内の10m間隔
の交点ごとに直上の状態を確認し、樹冠被覆
度を計算するものであり、図の場合、樹木に
よる被覆（Closedと判定）は、64％となる。
森林タイプの区分には、衛星画像の判読結果
との整合性が必要となるが、地上調査による
樹冠被覆度のデータ集積は、分類精度の向上
に大きく寄与するものとなり、森林炭素蓄積
量の推定精度の向上にも繋がる点で大きな意
味がある。
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ポイント１地上調査データを価値あるものにする
背景

ここがポイント

解説

プロジェクトベースで単位面積当たりの炭素蓄積量を示す排出係数を求める場合、
国とプロジェクトでの方法論の整合性を取るために、国レベルで既に定められた排出
係数を用いることが想定される。それではプロジェクト独自にプロジェクトエリアの
炭素蓄積量を推定するための地上調査を行う必要はないのだろうか？森林の変化やプ
ロジェクトの効果を検証するためにも地上調査を通した炭素蓄積量の推定は必要であ
る。

• プロジェクトによる、森林減少および森林劣化の削減の効果を確かめるためには、
地上調査を含むモニタリングが不可欠である。

• 将来の森林参照排出レベルの改定の際に、現時点では取り扱っていないデータ（森
林タイプ区分や樹木以外のバイオマス）が有用になる可能性があるので、先行して
取得することは決して無駄ではない。

REDDプラスの基本的な考え方は、何らかの対策を実行し、森林減少および森林劣化
による温室効果ガスの排出量を抑制することであるが、その対策の効果を確かめるた
めには、モニタリングが不可欠である。リモートセンシング技術の進歩により、地域
の森林の状態を広範囲にわたって詳細に確認することが可能となってきた。その一方
で、森林を構成する樹木の情報は、地上調査でしか得られないものであり、森林劣化
（ポイント３を参照）を評価する上でも欠かすことのできないものである。
ここでは、プロジェクトベースの事業においても、独自に地上調査を行うことのメ

リットを二つ示してみたい。

多様性の評価だけではない森林構造の情報
地上調査を実施した場合、炭素蓄積量の推定のために、胸高直径や樹高の測定に加

えて、樹木種名も記録するのが良い。樹木種のデータは、単純にその場所にどのよう
な樹木が何種類生育しているかという情報だけではなく、森林タイプの区分の指標に
もなる。森林の遷移段階を知る上でも重要な情報である。

また、樹木種のデータは、炭素蓄積量の推定精度の向上にも寄与する。炭素蓄積量
の推定に用いるアロメトリ式では、現在、熱帯林で広域に利用できる一般式が開発さ
れている1) 。プロジェクト対象地の周辺で開発されたアロメトリ式があれば、それらの
式を用いることが好ましいが、見出すのは容易ではない。従って、一般式を用いるこ
とが多くなるであろう。樹木の材密度を用いる一般式では、撹乱の影響を受けた二次
林から保全がなされている成熟林まで幅広く用いることができる利点がある。これら
一般式を用いる場合、樹木種ごとの材密度を求めなければならないが、対応する種の
材密度のデータが無い場合や、現場での樹木種同定が十分になされていないこともあ
る。特に後者の場合、調査に携わる者の植物同定に関する能力に大きく依存すること
になる。そこで可能な限り種レベルでの同定を目指す一方で、属レベルでの種同定は
最低限行うようにしたい。
火災や伐採などの撹乱後に再生した森林（二次林）に優占する種群では、材密度が

軽い種（0.3～0.4 g/cm3）が多いことからも、材密度を考慮した一般式の適用は炭素蓄
積量の過大推定を避ける意味でも有効である
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Annexとの関連性
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Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 地上調査用のプロットの設定方法ならびに測定項目については、Annex Vol. 1にて詳
しい解説がなされている。

• 森林タイプによっては、アロメトリ式が開発されていない場合がある。新たにアロ
メトリ式を作成する場合、Annex Vol.2にて解説している破壊調査法を用いることが
できる。ただし、破壊調査には多大な労力と資金が必要である。

【タケの上手なサンプリング方法】
Kitahara, F., Sato, T., Win, B.N.,Takao, G., Win, T.T., Maung, K.W. and Latt, H. (2019)

Examination of bamboo measurement method for biomass estimation in the
Paung Laung Reserve Forest, Myanmar. AGRIVITA Journal of Agricultural Science
41(1): 32‒39.

直径を計測するタケのサンプリング方法と省力時間
熱帯地域でのタケは株立ちで点在することが多く、株に多くのタケが密生する。直

径を計測するタケはできるだけ全体を見渡し平均的なサイズの桿を選ぶことでバイオ
マス推定精度が保たれる。計測本数の目安は30本であるが、多ければ多いほど推定精
度は向上するため、選桿に自信が無い場合はさらに追加的に計測すると良い。株内部
は特に計測が困難であるため、計測のしやすい桿を選択的に計測することができる。

対象地において、直径計測時間と竹桿本数カウント時間を測り、どの程度調査時間
が縮減できるか試算した（図2-1）。その結果、概ね竹桿1,000本につき約6.7人・時の
調査時間が省力可能であることが明らかとなった。調査時間はコストに直結するため、
プロジェクトによる排出係数（単位面積当たりの炭素蓄積量）を算定するのに有用な
情報となる。

以上のように、種の生活型を上手に利用しサンプリングすることで、計測の困難な
地上調査対象種について精度良く炭素蓄積量を計測することが可能となり、調査時間
とコストの短縮が可能となる。

図2-1 効率的なサンプリング計測による計測時間
と竹桿本数の関係

図中の黒字は全桿を計測した時間、白抜き
はサンプリング計測によって省力できた時
間を示す
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ポイント２樹木だけではないモニタリング

背景

ここがポイント

解説

REDDプラスプロジェクトの対象地に含まれる森林タイプは様々であり、その構成種
にはタケやヤシ、マングローブなどのように計測の難しい樹種が含まれることがある。
これらの樹種は林分の炭素蓄積量を把握するうえで無視できない量がある場合もある
が、地上調査に手間がかかるため、それらの種の生活型を考慮した効率的な調査手法
が求められる。

• 効率的にサンプリングすることで全数調査と同程度の精度でバイオマス量の推定が
可能となり、調査時間も大幅に縮減できる。

• タケについては、同種であればサイズ構造が一様であるため、ひとつの樹種につき
30本程度の直径を計測することでそのサイトの平均的なバイオマス量を算出し、残
りは本数を数え総数を乗じることで総バイオマス量を推定できる。

森林の減少や劣化を把握するためには地上調査によるモニタリングが必要不可欠で
ある。一方で、地上調査の対象には、計測が困難な樹種（例えばタケ、ヤシ、マング
ローブ）なども含まれることが多くあり、調査時間やコストが増長してしまう。また、
これらの森林タイプについても森林と定義する国が多く、対象区での森林減少・劣化
の指標種となることが多い。ここでは、タケを事例として省力的な調査手法について
示す。

サンプリングによるタケのバイオマス量推定
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森林総合研究所が調査したミャンマーでの対象地（Paung Laung保護林）における
森林被覆には、樹木だけではなくタケが多く含まれ、これまでに地上調査を行った約7
割のプロットにおいてタケが出現した。これらの調査地では1プロットあたり3,600
本/haのタケが調査対象となり、最大約16,000本/haのタケが対象となった。熱帯地域
において開発されているタケのアロメトリ式は、直径や断面積に係数を乗じることで
バイオマス量が算定されることが多いが1,2,3)、タケは密に繁茂するため、全桿を対象
とするタケの直径計測によって、他の木本種の測定も含めた調査時間が長くなり、コ
スト増につながる。

一方で、タケは樹木とは異なり、毎年肥大成長を行わないため、群落単位で比較的均
質なサイズ構造をしている。そのため、1つのプロットに出現する全てのタケの直径
を計測するのではなく、種ごとに何本かの直径を計測し、各種の1本あたりの平均バイ
オマス量をアロメトリ式から推定し、その総本数を乗じて総バイオマス量を推定する
ことが可能となる。精度良くタケをサンプリングする手法を検討した結果、1つの樹種
につき30本の直径を測定し、残りは本数のみ数えることで、全桿を計測した場合とサ
ンプリングによって全体を推定した場合の総バイオマス量の誤差は1割未満となり、調
査の省力化を図ることが可能であることが明らかとなった。



Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 地上調査用のプロットの設定方法ならびに測定項目については、Annex Vol. 1にて詳
しい解説がなされている。

• 森林タイプによっては、アロメトリ式が開発されていない場合がある。新たにアロ
メトリ式を作成する場合、Annex Vol.2にて解説している破壊調査法を用いることが
できる。ただし、破壊調査には多大な労力と資金が必要である。

【タケの上手なサンプリング方法】
Kitahara, F., Sato, T., Win, B.N.,Takao, G., Win, T.T., Maung, K.W. and Latt, H. (2019)

Examination of bamboo measurement method for biomass estimation in the
Paung Laung Reserve Forest, Myanmar. AGRIVITA Journal of Agricultural Science
41(1): 32‒39.

直径を計測するタケのサンプリング方法と省力時間
熱帯地域でのタケは株立ちで点在することが多く、株に多くのタケが密生する。直

径を計測するタケはできるだけ全体を見渡し平均的なサイズの桿を選ぶことでバイオ
マス推定精度が保たれる。計測本数の目安は30本であるが、多ければ多いほど推定精
度は向上するため、選桿に自信が無い場合はさらに追加的に計測すると良い。株内部
は特に計測が困難であるため、計測のしやすい桿を選択的に計測することができる。

対象地において、直径計測時間と竹桿本数カウント時間を測り、どの程度調査時間
が縮減できるか試算した（図2-1）。その結果、概ね竹桿1,000本につき約6.7人・時の
調査時間が省力可能であることが明らかとなった。調査時間はコストに直結するため、
プロジェクトによる排出係数（単位面積当たりの炭素蓄積量）を算定するのに有用な
情報となる。

以上のように、種の生活型を上手に利用しサンプリングすることで、計測の困難な
地上調査対象種について精度良く炭素蓄積量を計測することが可能となり、調査時間
とコストの短縮が可能となる。

図2-1 効率的なサンプリング計測による計測時間
と竹桿本数の関係

図中の黒字は全桿を計測した時間、白抜き
はサンプリング計測によって省力できた時
間を示す
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Annexとの関連性
• 炭素蓄積量推定および樹木種同定を含む地上調査の方法については、Annex Vol. 1に

て詳しい解説がなされている。
• REDDプラスの活動と生物多様性保全との関係についてはAnnex Vol. 6にて関連する

解説がなされている。

標高差の大きい地域では注意が必要
森林劣化の評価において、山岳地域など対象地域内の標高差が大きい場合には炭素

蓄積量と樹木種組成の扱いに注意が必要である。森林の現存量（炭素蓄積量）は標高
が高くなるにつれて減少するのが一般的である（図3-１）。また、異なる標高域で樹
木種の分布も異なるため、樹木種組成や森林タイプも標高とともに変化する。このた
め、対象地域の森林の炭素蓄積量や樹木種組成の違いが森林劣化によるものか標高差
によるものかの区別が困難になる。このような場合には、地域の樹木種組成や森林タ
イプの垂直分布情報などにもとづいて、複数の標高帯に区分けする方法が考えられる3)。
同一の標高帯であれば、森林タイプも同じであるとみなし、炭素蓄積量や樹木種組成
の変化を森林劣化の指標ととらえることが可能である4),5)。

REDDプラスと生物多様性保全
先に述べたように、森林劣化の計測は技術的に困難なため、当面は森林減少の計測

にのみ限定して実施されることも多いであろう。しかし、森林劣化の計測が困難で
あっても、REDDプラス活動は地上調査による対象地域の樹種組成データの蓄積と活用
を通じて生物多様性保全に貢献し得る。マレーシア・サバ州では、木材生産林におけ
る持続可能な森林管理を通じた森林炭素蓄積量の増強と生物多様性保全の両立の実践
に取り組んでいる6)。REDDプラス活動が生物多様性に負の影響を及ぼさないように配
慮することがREDDプラスの制度的な枠組みのひとつとして組み込まれておりこれを環
境セーフガードとよぶ（ポイント６を参照）。

図3-1 標高と炭素蓄積量の関係の変化（Miyamoto et
al. 3)を改変）．炭素蓄積量は、樹木の地上部
と地下部（根）における炭素蓄積量の合計

写真3-1 調査プロット内の測定木を樹種同
定する様子（上）と先駆種の
Cecropia（ペルー）．
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ポイント３森林劣化を把握する
背景

ここがポイント

解説

現在、森林劣化による温室効果ガス排出量が森林減少による量よりも多い国が少な
からずあるという報告がある1)。また、伐採などで一旦森林劣化が進んだ場所は森林減
少に移行しやすいともいわれている2)。REDDプラスの実施をより現実的なものにする
ためには、森林劣化を把握する事が重要である。しかし、森林減少が森林面積の変化
で計測できるのに対して、森林劣化はわずかな樹冠被覆や森林構造の変化をとらえな
ければならず計測が困難である。

• 樹冠被覆が同程度でも、森林劣化が進んだ森林とそうでない森林とでは樹木種組成
が大きく異なる場合があるため、地上調査における樹木種の組成情報の取得が森林
劣化を評価するために重要である。

• 標高差が大きな地域では、森林タイプ自体が変化することで森林劣化でなくとも炭
素蓄積量や樹木種組成が変化するので注意が必要である。

• REDDプラスの活動を通じて、炭素蓄積量評価と生物多様性保全を両立できる。

REDDプラスにおいて森林劣化を把握する場合にも、森林減少を把握する場合と同様
に炭素蓄積量の変化を測定することが基本となる。対象地域の規模が小さく、地域内
でひとつの森林タイプのみを想定できる場合には、単純に炭素蓄積量の変化を森林劣
化の指標として考えることができる。このため、国・準国レベルよりもプロジェクト
ベースの事業の方が森林劣化の把握を実施しやすい側面もあるかもしれない。ただし、
リモートセンシング技術による森林劣化の広域評価では、炭素蓄積量の変化を樹冠被
覆のわずかな変化としてとらえなければならず、森林減少のみの評価よりも技術的な
ハードルが高い。しかし、森林劣化の計測自体が困難でも、REDDプラス活動を通じた
地域の樹木種データは、地域の生物多様性保全や森林生態系の管理指針等に貢献する
重要なデータとなり得る。
以下では、プロジェクトベースの事業において森林劣化評価を行う際に留意すべき

点を地上調査の観点から解説する。

REDDプラス活動は森林の機能を活用した温室効果ガス排出削減の取り組みであり、
森林劣化の把握においても炭素蓄積量の変化を計測することが基本となる。森林劣化
の計測は、主としてリモートセンシング技術（ポイント４を参照）を用いて樹冠被覆
のわずかな変化を計測することと地上調査に基づく炭素蓄積量推定によって実現され
る（ポイント１を参照）。しかし、樹冠被覆が同程度でも、森林劣化が進んだ森林は
そうでない森林とくらべて樹木種組成が異なる場合も多い。これは、森林劣化が進ん
だ森林では伐採や火災などの撹乱に依存した樹種（先駆種またはパイオニア種、東南
アジアではMacaranga属、南米ではCecropia属など）の優占度が高くなることによる。
このため、森林劣化評価を念頭においた地上調査では、樹木の直径や樹高といったサ
イズのデータだけでなく樹木種の情報を記録することが重要である（写真3-１）。た
だし、同じ属でも種によっては原生林の林内に生育するものもあるため、属レベルを
基本としつつ、可能な限り種レベルの同定が望ましい（ポイント１を参照）。
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森林劣化の基本指標は炭素蓄積量の変化だが、樹木種組成も重要
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イプの垂直分布情報などにもとづいて、複数の標高帯に区分けする方法が考えられる3)。
同一の標高帯であれば、森林タイプも同じであるとみなし、炭素蓄積量や樹木種組成
の変化を森林劣化の指標ととらえることが可能である4),5)。

REDDプラスと生物多様性保全
先に述べたように、森林劣化の計測は技術的に困難なため、当面は森林減少の計測

にのみ限定して実施されることも多いであろう。しかし、森林劣化の計測が困難で
あっても、REDDプラス活動は地上調査による対象地域の樹種組成データの蓄積と活用
を通じて生物多様性保全に貢献し得る。マレーシア・サバ州では、木材生産林におけ
る持続可能な森林管理を通じた森林炭素蓄積量の増強と生物多様性保全の両立の実践
に取り組んでいる6)。REDDプラス活動が生物多様性に負の影響を及ぼさないように配
慮することがREDDプラスの制度的な枠組みのひとつとして組み込まれておりこれを環
境セーフガードとよぶ（ポイント６を参照）。

図3-1 標高と炭素蓄積量の関係の変化（Miyamoto et
al. 3)を改変）．炭素蓄積量は、樹木の地上部
と地下部（根）における炭素蓄積量の合計
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Annexとの関連性
• リモートセンシングを用いた面積推定全般についての解説は、REDD-plus Cookbook
の「Recipe - P08 リモートセンシングを用いた面積推定」に詳しい解説がなされて
いる。

• リモートセンシングを用いた森林面積の推定に必要な衛星画像解析については、
Annex Vol. 5に詳しい解説がなされている。

• 衛星画像の解析に必要なグランドトゥルースデータを取得するための調査法につい
てはAnnex Vol. 4に詳しい解説がなされている。

解析の方法
衛星画像を利用した森林分布図の作成は、主に人が目視により判読を行う方法とコ

ンピュータによる自動分類の2つの手法が用いられている。実際、多くの途上国では目
視による画像判読により森林分布図が作成されている。過去には、印刷した画像にト
レーシングペーパーを被せてペンでなぞるなどして判読していた。現在はコンピュー
タ上に衛星画像を表示し、その都度、バンドの組み合わせを変更し、過去の土地被覆
や空中写真などを参照しながら判読を行っている。
コンピュータによる自動分類は、従来ピクセルベースで各バンドの画素値を統計的

手法により分類していたが、画像を予めオブジェクトと呼ばれる領域に分割してから
分類するオブジェクトベース分類も用いられている（図4-1）。オブジェクトベース分
類はピクセルベースでの分類より目視判読に近い結果が得られるという利点がある。
また近年では、分類手法として統計的な手法だけでなく、サポートベクターマシン、

ランダムフォレスト、深層学習などの機械学習の手法が取り入れられている。
いずれの手法を用いるにしても適切な教師データが必要であり、その精度評価のた

めの検証データが重要である。このため、リモートセンシング技術の活用にはグラン
ドトゥルース調査も重要である。

図4-1 Landsat画像のオブジェクトベース分類の例
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ポイント４森林変化を捉えるリモートセンシング技術

背景

ここがポイント

解説

プロジェクトベースでの活動を正しく評価するためには、活動期間における森林の
変化を正確に捉える必要がある。REDDプラスを実施している国では森林参照排出レベ
ルを定めるために森林マップが作成されるが、作成頻度が高くないことからプロジェ
クトの活動範囲内における森林変化を的確に評価できない。またサンプリングによっ
て土地被覆変化量を求めている国もあり、こうした国ではプロジェクト独自に森林変
化を求める必要がある。

• プロジェクトで、広域での森林減少及び森林劣化の抑制による排出量削減の効果を
確かめるためには、リモートセンシングによるモニタリングが不可欠である。

• プロジェクトの実施期間における効果を適切に評価するためにはプロジェクト独自
に森林変化を求める必要がある。国全体を面的にマッピングしていない国ではプロ
ジェクト独自に森林変化を求める必要がある。

REDDプラスにおいて温室効果ガス排出量を算出する上で森林面積は重要な変数で
あり、またその変化を捉えることは、森林減少を直接に計測することでもある。広域
に分布する森林の変化を捉えるためには衛星画像などを用いたリモートセンシング技
術が有効である。実際、これまでの途上国における森林分布図の作成には、Landsat衛
星をはじめとする衛星画像を用いたリモートセンシング技術が活用されてきた。

ここでは、プロジェクトベースでの森林モニタリングに重要となる森林変化を捉え
るためのリモートセンシング技術について解説する。

利用する衛星データ
現在、光学衛星では、Landsatシリーズ（空間分解能30m）やSentinel-2（空間分解能

10m）と言った中分解能衛星画像が無償で利用できることから途上国の森林マップ作
成には広く用いられている。これらの衛星は、マルチスペクトル情報を利用したデジ
タル解析により自動的に森林分類図を作成できるほか、目視による判読作業によって
も森林分布図が作成されている。

プロジェクトレベルでの森林のモニタリングのために高額な高解像度衛星データを
利用することは現実的ではない。しかし、高解像度画像を用いることにより、中分解
能衛星画像では捉えることができない地物や土地利用が判読できるため教師データの
取得や解析結果の検証のために部分的に用いることは地上での調査を省力化できるた
め有効である。
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合成開口レーダ(SAR: Synthetic Aperture Radar) は能動型センサであることから夜間
も観測でき、またレーダ波は雲を透過するため天候に関係なくデータを取得できる。
特にL-bandSARデータは樹木の幹からの体積散乱を観測するため森林変化の抽出に適
している。地形の起伏の大きい場所での利用は制限されるが定期的な観測が可能であ
ることから森林変化を捉えるのに有効なセンサである。



Annexとの関連性
• リモートセンシングを用いた面積推定全般についての解説は、REDD-plus Cookbook
の「Recipe - P08 リモートセンシングを用いた面積推定」に詳しい解説がなされて
いる。

• リモートセンシングを用いた森林面積の推定に必要な衛星画像解析については、
Annex Vol. 5に詳しい解説がなされている。

• 衛星画像の解析に必要なグランドトゥルースデータを取得するための調査法につい
てはAnnex Vol. 4に詳しい解説がなされている。

解析の方法
衛星画像を利用した森林分布図の作成は、主に人が目視により判読を行う方法とコ

ンピュータによる自動分類の2つの手法が用いられている。実際、多くの途上国では目
視による画像判読により森林分布図が作成されている。過去には、印刷した画像にト
レーシングペーパーを被せてペンでなぞるなどして判読していた。現在はコンピュー
タ上に衛星画像を表示し、その都度、バンドの組み合わせを変更し、過去の土地被覆
や空中写真などを参照しながら判読を行っている。
コンピュータによる自動分類は、従来ピクセルベースで各バンドの画素値を統計的

手法により分類していたが、画像を予めオブジェクトと呼ばれる領域に分割してから
分類するオブジェクトベース分類も用いられている（図4-1）。オブジェクトベース分
類はピクセルベースでの分類より目視判読に近い結果が得られるという利点がある。
また近年では、分類手法として統計的な手法だけでなく、サポートベクターマシン、

ランダムフォレスト、深層学習などの機械学習の手法が取り入れられている。
いずれの手法を用いるにしても適切な教師データが必要であり、その精度評価のた

めの検証データが重要である。このため、リモートセンシング技術の活用にはグラン
ドトゥルース調査も重要である。

図4-1 Landsat画像のオブジェクトベース分類の例
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Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 検証システムに必要なグランドトゥルース調査については、Annex Vol. 4に詳しい解
説がなされている。

【FAO, Open Foris Collect Earth 1.1.1 User Manual】

http://openforis.org/fileadmin/user_upload/Collect_Earth_Tutorials/Collect_Earth_
User_Manual_20150618_highres_full.pdf (2019年12月6日)

【FAO, Open Foris Collect Handbook】

http://www.openforis.org/fileadmin/docs/collect/OF_Collect_MANUAL_October_2
019.pdf (2019年12月6日)

判読ノート
Collect Earthでの判読結果、判読画像、および地上調査の現地写真、土地被覆／土地

利用情報、森林タイプ、森林地上部バイオマス量をまとめることにより、Collect Earth
での判読の参考となる判読ノートを作成することができる（図5-1）。またGoogle
Earth Engineを用いることで地上調査時点のLandsat画像などの収集も容易となってき
ており、こうした画像をまとめることでLandsat画像のための判読ノート作成も可能で
ある。

図5-1 判読ノートの一例
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ポイント５効率的な検証が鍵

背景

ここがポイント

解説

広域にひろがるREDDプラスプロジェクトエリアで森林変化を捉えるためにはリ
モートセンシング技術の利用が有効である。リモートセンシング技術を用いることで
効率的に森林分布図や森林変化を作成することが可能であるが、その信頼性について
は精度検証を行う必要がある。そこで必要となるのが検証データであり、これを効率
的に収集することがリモートセンシング技術利用において重要である。

• 衛星画像から得られた森林分布図や森林変化には、精度検証が必要である。
• 精度検証には、システマティック、あるいはランダムに収集された検証データを利
用する必要がある。

リモートセンシング技術で作成された森林分布図や森林変化図を利用して、プロ
ジェクトで実行された森林減少および森林劣化対策の評価を行うためには、リモート
センシング技術で作成された結果の妥当性を示す必要がある。それが精度検証である。
精度検証は、一般的にグランドトゥルースから得られる検証データを用いて判別効率
表を作成して行う。ここでは、プロジェクトベースで実行可能な効率的な検証データ
収集法について解説する。

コレクトアース（Collect Earth）の利用
精度検証の際には恣意性を排除するため、リモートセンシング技術を活用して作成

された森林分布図、森林変化図の範囲の中からシステマティックあるいはランダムに
検証地点を選定する必要がある。FAOでは、この作業を効率的に行うためにCollect
Earthというツールを提供している（http://www.openforis.org/tools/collect-earth.html）。
Collect Earthを利用することで、任意の大きさのシステマティックな格子点上の土地被
覆／土地利用をGoogle Earthの高解像度画像やBing mapおよびGoogle Earth Engineの画
像から判読することができる。土地被覆／土地利用などの判読項目は、同じくFAOが
提供するCollectというツールを用いることで設定することができる。

グランドトゥルース調査
Collect Earthを用いることでGoogle Earth画像などを判読し検証データを得ることが

できるが、その判読精度についても検証する必要がある。このため判読した地点に、
実際に行ってグランドトゥルース調査を行い、Collect Earthでの判読結果を確認する必
要がある。また森林劣化の程度を評価するためにバイオマス調査が必要になる場合が
ある。この際のグランドトゥルース調査については、Annex Vol. 4で詳しい解説がなさ
れている。これらのグランドトゥルース調査を実行することで、アクセス可能な範囲
ではあるがシステマティックに選定された地上調査による検証データを得ることがで
きる。
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Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 検証システムに必要なグランドトゥルース調査については、Annex Vol. 4に詳しい解
説がなされている。

【FAO, Open Foris Collect Earth 1.1.1 User Manual】

http://openforis.org/fileadmin/user_upload/Collect_Earth_Tutorials/Collect_Earth_
User_Manual_20150618_highres_full.pdf (2019年12月6日)

【FAO, Open Foris Collect Handbook】

http://www.openforis.org/fileadmin/docs/collect/OF_Collect_MANUAL_October_2
019.pdf (2019年12月6日)

判読ノート
Collect Earthでの判読結果、判読画像、および地上調査の現地写真、土地被覆／土地

利用情報、森林タイプ、森林地上部バイオマス量をまとめることにより、Collect Earth
での判読の参考となる判読ノートを作成することができる（図5-1）。またGoogle
Earth Engineを用いることで地上調査時点のLandsat画像などの収集も容易となってき
ており、こうした画像をまとめることでLandsat画像のための判読ノート作成も可能で
ある。

図5-1 判読ノートの一例
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ここでは、プロジェクトにおけるセーフガードへの対処の中核をなす社会セーフガードと環境
セーフガードについて解説する。

社会セーフガード
セーフガード7項目のうち、先住民族および地域社会の人々の知識や権利を尊重すること（項

目c）、彼らを含めた全てのステークホルダーの参加を促進すること（項目d）、さらに社会的便
益を増強すること（項目e）の3項目は、しばしば「社会セーフガード」と呼ばれる。発展途上国
の森林地域には、森林と密接な関わりをもつ先住民族をはじめとした地域住民が居住しており、
彼らの権利や知識、便益を損なうような活動を行わないよう十分に配慮する必要がある。さらに
全面的で効果的な参加を促進することで、彼らの意見を森林管理に直接反映できるようにするこ
とが期待されている。先住民族の法的な権利が明確ではない国・地域では、慣習的権利や伝統的
な意思決定手段などを十分に尊重する必要がある。また、プロジェクト地域の人々を対象とした
「自由意志による、事前の、十分な情報に基づく同意（FPIC）」を得ることが必須とされており、
不服申立て制度と合わせて、脆弱な立場に置かれやすい人々の手続き的権利を保障する手段とし
て位置づけられている。REDDプラスが潜在的に提供できる社会的便益は多岐に渡るが、主なア
プローチとして、機会の提供（仕事や収入、教育）、セキュリティの向上（土地や資源に係る権
利、生態系サービスなど）、権限の移譲（土地利用に関わる意思決定への参加や社会資本の整
備）が挙げられる1)。

環境セーフガード
環境セーフガード（項目e）では、生物多様性および生態系サービス等の環境的便益の保全と

増強を謳っている。特に天然林を植林地や農地などに転換せず保全することが強調されている点
と、上述の社会的便益と環境的便益がセットで述べられている点が特徴である。REDDプラスが
もたらす炭素以外のこれらの便益（非炭素便益または相乗便益）は早くから着目されており、プ
ロジェクトの付加価値を創出する機会でもある。REDDプラスが生物多様性や生態系サービスの
保全に貢献していることを示すためには、対象地域の中で保全上重要な場所を特定し、その保全
に役立つように活動を設計し、モニタリングする必要がある。社会的・環境的便益を増強する場
合は、対象の便益とその受益者を特定し、利益配分の公平性を心がけるなど、社会セーフガード
についても同時に十分に配慮する必要がある。こうした社会的・環境的便益は途中からプロジェ
クトに組み込むよりも、設計当初から活動の中に位置づけた方が効率も効果も高いことが指摘さ
れている2)。

Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 社会セーフガードについては、Annex Vol. 3にて詳しい解説がなされている。
• 環境セーフガードについては、Annex Vol .6にて詳しい解説がなされている。
• 二国間クレジット制度（JCM）に対応したセーフガードのチェックリストについては、
Annex Vol. 7にて詳しい解説がなされている。

【セーフガードガイドブックおよび事例集】
「REDD+のためのセーフガードガイドブック」
「REDD+のためのセーフガード事例集 2015」
http://redd.ffpri.affrc.go.jp/pub_db/publications/safeguard/index_ja.html
（「ガイドブック」ではセーフガード全体がより詳しく解説され、「事例集」では先行プロ
ジェクトの取り組みが紹介されている）

【プロジェクトレベルの基準・指標】
CCBスタンダード（気候・地域社会・生物多様性プロジェクト設計スタンダード）
http://www.climate-standards.org/
（プロジェクトを対象としたセーフガードの認証制度で、セーフガードに関する具体的な基
準・指標や評価ツールなど、認証を取得しない場合でも参考になる資料が提供されている）
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ポイント６ 社会と環境によりやさしいREDDプラスのために
背景

ここがポイント

解説

発展途上国の森林は生物多様性の宝庫であると共に、地域の人々の生活や文化と密接な関わ
りを持っている。森林が有する炭素以外の多様な価値をREDDプラスが保全し増強していけるよ
う、セーフガードと呼ばれる様々な配慮事項が定められている。

• セーフガードは国際的に合意された７項目のことを主に指すが、プロジェクトにおける具体
的な配慮事項は参加するスキームや実施国が個別に定める要件に従う必要がある。

• プロジェクトを実施するにあたっては、特に先住民族および地域社会の人々の知識・権利の
尊重と効果的な参加（社会セーフガード）と、生物多様性や生態系サービス、社会・環境的
便益の保全と増強（環境セーフガード）が求められる。これらはプロジェクトの成否を左右
するだけでなく、付加価値を創出する機会でもある。

REDDプラスにおけるセーフガードとは、気候変動緩和策としての効果を損なう事態や、社
会や環境へ負の影響を与えるような活動を回避することなどを目的とした様々な配慮事項の総
称である。実施国は、国連気候変動枠組条約の第16回締約国会議（COP16）において合意され
た7つの項目（表6-1）について対処・配慮することが求められている。また、各国はセーフ
ガード情報提供システム（Safeguard Information System; SIS）を用いて、その取組状況を開示
することとなっている。

項目 分類 注1

(a) 国家森林プログラムや関連する国際条約を補完し、または一貫性を保った活動
森 林 ガ バ ナ
ンス

(b) 実施国の法令および主権を踏まえた、透明かつ効果的な国家森林ガバナンス構造

(c) 関連する国際的な義務、各国の事情や法制度を踏まえ、UNDRIP（先住民族の権利
に関する国連宣言）を国連総会が採択したことに留意した、先住民族や地域社会の
人々の知識や権利の尊重 社会
(d) 本決定の第70条および72条に参照される活動 注2における、関連するステークホル
ダー、特に先住民族や地域社会の人々の全面的で効果的な参加

(e) 天然林の保全および生物多様性保全と一貫性を保ち、天然林を転換せず、天然林お
よび生態系サービスの保護・保全に関するインセンティブを付与し、さらに社会・環
境的便益の増強となるような行動

環境・社会

(f）反転リスクに対処する活動
気候

(g）排出の移転を抑制する活動

注1表の分類は森林総合研究所による
注2森林減少からの排出の削減、森林劣化からの排出の削減、森林の炭素蓄積の保全、森林の持続可能な

管理、森林の炭素蓄積の増強の5つの活動を指す

表6-1 7つのセーフガード項目（1/CP.16 附録I 第2条；森林総合研究所仮訳）

REDDプラスには様々なスキームが存在するが、そのほぼ全てにおいて、国際合意である上述
の7項目を基礎としながら、国際開発事業や環境認証等で適用される社会・環境基準を踏まえた
セーフガード要件が設定されている。二国間クレジット制度（JCM）では、日本政府と相手国政
府との間で定められる「セーフガード促進・支援ガイドライン」がこれに該当する。
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ここでは、プロジェクトにおけるセーフガードへの対処の中核をなす社会セーフガードと環境
セーフガードについて解説する。

社会セーフガード
セーフガード7項目のうち、先住民族および地域社会の人々の知識や権利を尊重すること（項

目c）、彼らを含めた全てのステークホルダーの参加を促進すること（項目d）、さらに社会的便
益を増強すること（項目e）の3項目は、しばしば「社会セーフガード」と呼ばれる。発展途上国
の森林地域には、森林と密接な関わりをもつ先住民族をはじめとした地域住民が居住しており、
彼らの権利や知識、便益を損なうような活動を行わないよう十分に配慮する必要がある。さらに
全面的で効果的な参加を促進することで、彼らの意見を森林管理に直接反映できるようにするこ
とが期待されている。先住民族の法的な権利が明確ではない国・地域では、慣習的権利や伝統的
な意思決定手段などを十分に尊重する必要がある。また、プロジェクト地域の人々を対象とした
「自由意志による、事前の、十分な情報に基づく同意（FPIC）」を得ることが必須とされており、
不服申立て制度と合わせて、脆弱な立場に置かれやすい人々の手続き的権利を保障する手段とし
て位置づけられている。REDDプラスが潜在的に提供できる社会的便益は多岐に渡るが、主なア
プローチとして、機会の提供（仕事や収入、教育）、セキュリティの向上（土地や資源に係る権
利、生態系サービスなど）、権限の移譲（土地利用に関わる意思決定への参加や社会資本の整
備）が挙げられる1)。

環境セーフガード
環境セーフガード（項目e）では、生物多様性および生態系サービス等の環境的便益の保全と

増強を謳っている。特に天然林を植林地や農地などに転換せず保全することが強調されている点
と、上述の社会的便益と環境的便益がセットで述べられている点が特徴である。REDDプラスが
もたらす炭素以外のこれらの便益（非炭素便益または相乗便益）は早くから着目されており、プ
ロジェクトの付加価値を創出する機会でもある。REDDプラスが生物多様性や生態系サービスの
保全に貢献していることを示すためには、対象地域の中で保全上重要な場所を特定し、その保全
に役立つように活動を設計し、モニタリングする必要がある。社会的・環境的便益を増強する場
合は、対象の便益とその受益者を特定し、利益配分の公平性を心がけるなど、社会セーフガード
についても同時に十分に配慮する必要がある。こうした社会的・環境的便益は途中からプロジェ
クトに組み込むよりも、設計当初から活動の中に位置づけた方が効率も効果も高いことが指摘さ
れている2)。

Annexとの関連性

より理解を深めるために（参考情報）

• 社会セーフガードについては、Annex Vol. 3にて詳しい解説がなされている。
• 環境セーフガードについては、Annex Vol .6にて詳しい解説がなされている。
• 二国間クレジット制度（JCM）に対応したセーフガードのチェックリストについては、
Annex Vol. 7にて詳しい解説がなされている。

【セーフガードガイドブックおよび事例集】
「REDD+のためのセーフガードガイドブック」
「REDD+のためのセーフガード事例集 2015」
http://redd.ffpri.affrc.go.jp/pub_db/publications/safeguard/index_ja.html
（「ガイドブック」ではセーフガード全体がより詳しく解説され、「事例集」では先行プロ
ジェクトの取り組みが紹介されている）

【プロジェクトレベルの基準・指標】
CCBスタンダード（気候・地域社会・生物多様性プロジェクト設計スタンダード）
http://www.climate-standards.org/
（プロジェクトを対象としたセーフガードの認証制度で、セーフガードに関する具体的な基
準・指標や評価ツールなど、認証を取得しない場合でも参考になる資料が提供されている）
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さいごに

プロジェクトの成果は、対策で得られた排出削減量によって評価される。した
がって、プロジェクト対象地の森林炭素蓄積量を如何に正確にモニタリングできる
かが重要となってくる。加えて、そのモニタリングが測定精度を低減させずに、長
期間に渡って持続できるかも重要である。それでは、長期にわたる森林炭素モニタ
リング体制はどのようにして構築できるのであろうか？

ポイントは二つある。一つは地元住民参加型のモニタリング方法を確立すること
である。もう一つはそれらモニタリングの測定を可能とする知識と経験を地元住民
にトレーニングを通じて付与することである。

この二つのポイントは、切り離すことのできない関係にある。例えば、地元住民
による森林炭素蓄積量の計測を実施した場合、問題となるのはその測定精度であろ
う。これまでにいくつかの地元住民参加型の森林炭素蓄積量測定のための計測が実
施されているが、適切なトレーニングを受けた地元住民の計測データからは高精度
な基準を満たす結果が得られることが報告されている 1)。地元住民が森林の多面的
機能の意義を理解し、森林の保全がコミュニティにもたらすメリットを共有できれ
ば、REDDプラスに対する理解もより深まることが期待できる。

地元住民の能力向上のためには、トレーニングが必要であるが、それを実施する
トレーナーの存在も重要である。Cookbook Annexは、現場での使用を想定して作
成された調査マニュアルなので、トレーナーが地元住民に調査のための訓練をする
際にぜひ活用していただきたい。

地元住民に国家森林資源調査（NFI）への理解を求め
るポスター（2015年3月撮影 ペルー共和国）

Cookbook Annexを用いた地元技術者へのトレーニン
グの様子（2017年1月撮影 インド）

より長期のモニタリングを目指して
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REDD+のためのセーフガード事例集2015
REDD+ Safeguard Approaches 2014 （英語版事例集）
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